予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費　
	事業名　同和地区小規模事業資金利子補給金　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　商工労働部　商業・金融課　資金融資係　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11363@pref.gifu.lg.jp
１　事業費        　 1千円（前年度予算額：80千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	80
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	80

	要求額
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　旧同和対策対象地区の零細な小規模事業者が借り入れる「同和地区小規模事業資金」の利子負担を軽減することにより、経営の安定を図る。
（２）事業内容
    ○「同和地区小規模事業資金」の概要(H17年度までに融資されたもの)
　　・資金使途　：旧同和対策対象地区小規模事業者の経営安定のための事業

資金

・融資限度額：運転1,250万円、設備2,000万円

・償還期間　：運転7年以内、設備10年以内（据置いずれも1年以内）

・融資利率　： 年1.4%

　　
（３）県負担・補助率の考え方
　　○利子補給制度の概要

・融資利率１．４％のうち、県が一部（例：H16年度は０．５６％、H17年

度は０．３８％）を負担することにより、借受者の利子負担を軽減する。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	その他
	1
	同和地区小規模事業資金利子補給金 

	合計
	1
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　長期構想

　　　Ⅱ―１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　○既存企業への支援を強化し、流出を防止する。

　　　  (2)融資等の支援を行う

（２）国・他県の状況

制度融資運営においては、すべての都道府県で、預託、信用保証料補給、

利子補給、損失補償など何らかの支援措置を実施している。
（３）後年度の財政負担
      平成１７年度までに融資されたものについて、融資の返済が終了するまでの間の利子補給が必要となる。
（４）事業主体及びその妥当性
　　　既存企業等へ融資等の支援を行うことは、長期構想でも位置付けた県の役割であり、当該経費を支出することは妥当である。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	同和地区小規模事業資金利子補給金

	補助事業者（団体）
	旧同和対策対象地区の零細な小規模事業者

	補助事業の概要
	（目的）旧同和対策対象地区の小規模企業者の経営の安定を図る。

（内容）「同和地区小規模事業資金」の利子の支払いに要する経費の一部に対して補給金を交付する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（融資利率1.4％のうち、県が0.38％を負担する。）

	補助効果
	小規模事業者の経営の安定に寄与する。

	終期の設定
	終期　平成28年度

（理由）当該資金の返済期間が平成28年度で満了となるため。

	（事業目標）
・終期までに何をどのような状態にしたいのか

昭和45年12月に同和地区小規模事業資金を創設し、昭和49年度から事業者の負担軽減を図る利子補給を開始した。平成17年度に関係機関との調整を行い、利子補給については平成18年度新規資金融資分からは行わないこととなった。

　今後、当該融資の返済が完了する平成２８年度まで利子の一部を負担する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①岐阜県下企業倒産月報(TSR情報)暦年・件数
	
	182件以下
	182件以下

	②         〃　　　暦年・負債総額
	
	36,471百万以下
	36,471百万以下


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	367千円
	241千円
	142千円
	(予算額)

80千円
	(要求額)

1千円

	指標①目標
	197件以下
	168件以下
	182件以下
	182件以下
	182件以下

	指標①実績
	168件
	182件
	182件
	(推計値)

　182件
	(推計値)

　182件

	指標①達成率
	14.7％減
	8.3％増
	0％
	(推計値)
前年度以下
	(推計値)
前年度以下

	指標②目標
	33,503百万
	29,255百万
	34,600百万
	36,471百万
	36,471百万

	指標②実績
	29,255百万
	34,600百万
	36,471百万
	(推計値)

36,471百万
	(推計値)

36,471百万

	指標②達成率
	12.7％減
	18.3％増
	5.4％増
	(推計値)
前年度以下
	(推計値)
前年度以下


（前年度の成果）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　各金融機関へ年２回支払

　　平成27年度上期支払　対象　H26.10～H27.3に返済のあった利子

　　平成27年度下期支払　対象　H27. 4～H27.9に返済のあった利子


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
効果的な中小企業の金融支援策の実施


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	平成１７年度までの融資分について借受者の利子負担を軽減し、旧同和対策対象地区の零細な小規模事業者の経営安定を図る必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	平成１７年度までの融資分について借受者の利子負担を軽減してきたことにより、旧同和対策対象地区の零細な小規模事業者の経営安定を図ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	金融機関の申請事務量は多いが、当面は余地なし。


（事業の見直し検討）

	平成17年度までに融資された本資金の利子補給については、融資期間が満了するまで行われることとなっており、平成28年度まで実施する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）利子補給については平成18年度新規資金融資分からは行わないこととなっているため。


